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生活保護法改正と生活保護基準引き下げに反対する意見書について 

生活保護法改正と生活保護基準引き下げに反対する意見書を次のとおり提出する。 

記 

生活保護法改正と生活保護基準引き下げに反対する意見書 

生活保護法は、１９５０年の施行以来、国民の最低生活を守り支える役割を果たしてき

ました。 

 安倍内閣は、今回初めてとなる本格改定で、国民のセーフティーネット（安全網）とし

て重要な生活保護法を大幅に改悪し、生活保護制度本来のあり方を大もとから壊そうとし

ています。これは、憲法第２５条で規定された文化的で、最低限度の生活を保障する生存

権を奪うものす。 

 生活保護申請の際、現行法では口頭でも申請できたものを、今回の改悪案は、さまざま

な書類を提出しなければ申請すら受け付けないとしており、生活保護の申請を窓口で追い

返す「水際作戦」を合法化するものです。また、生活保護受給者の扶養義務者の資産、収

入などを調査する福祉事務所の権限を強化し、扶養義務者の同意なしに官公庁、銀行、信

託銀行、雇用主などに調査することができるとしています。これは生活保護申請をためら

わせるとともに、親族関係を悪化させ、貧困の連鎖を拡大するものです。 

現在、生活保護の捕捉率（保護基準以下で生活保護を受給している割合）は政府の発表

でも１７％にすぎず、本来受給できる人の６人に１人しか受給していません。今回の改悪

で、一層生活保護がうけにくくなれば、全国で、年間１，７４６人に上る餓死者をさらに

ふやすことになります。 

 また、生活保護基準引き下げは、生活保護受給者のみならず、市民生活全般に悪影響を

与えることです。生活保護基準は、就学援助や保育料、地方税非課税、最低賃金などと連

動していることから、市民生活の全体水準の引き下げにつながります。特に子育て世代へ

削減が大きくなっているのが問題です。 

松山市において就学援助を受ける児童・生徒、生活保護世帯の児童・生徒は年々増加し、

中学校で約１５％、小学生で約１２．５％に達しています。このような状況からも子育て
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世代への直撃がされ、一層の貧困がひろがります。 

 今、必要なことは、雇用破壊や低賃金、低年金などの問題を解決し、憲法２５条が掲げ

る生存権を名実ともに保障する生活保護制度へ充実、改善することです。 

よって、政府においては、生活保護法の改悪は行なわず、生活保護基準引き下げを白紙に

戻すよう強く要望をします。 

 

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 
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